
大田区 世田谷区 府中市 調布市 狛江市 多摩市 稲城市 川崎市

東京都 神奈川県 気象庁東京管区気象台 京浜河川事務所

令和２年１月３１日

令和元年１０月台風第19号を踏まえた

「多摩川緊急治水対策プロジェクト」
～地域が連携し、河川における対策、流域における対策、ソフト施策の組合せにより、社会経済被害の最小化を目指す～

【多摩川緊急治水対策プロジェクト 一覧表】

参考資料①



主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 直ちに検討、必要な対策を調整のうえ実施 短期的に検討、必要な対策を調整のうえ実施 継続して検討、必要な対策を調整のうえ実施

民間事業者等への止水板設置の促進 市区

排水ポンプ車の整備・検討 市区

操作規則の見直し等

土のう等の備蓄資材の配備 国、都、市区

可搬式ポンプの配備・拡充 国、市

都、市

都、市

雨水浸透施設の整備 市区

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備 市区

監視カメラの整備 市

ゲートの遠隔化

透水性舗装の整備 市区

雨水浸透ます及び雨水貯留タンク設置に伴う
助成金の交付

樋管等排水施設のフラップゲート等の整備・検討 市

水位計の整備 市

流出抑制施設の整備等

既存施設(五反田川放水路(建設中))
の活用による雨水貯留

市区

五反田川放水路を雨水貯留施設として活用 市

市区

開発行為等における流出抑制施設の設置指導・
促進等

浸水被害を
軽減する取組

下水道樋管等のゲート自動化・
遠隔化等

移動式排水施設(排水ポンプ車等)の
整備

土のう等の備蓄資材の配備等
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①被害の軽減に向けた治水対策の推進（河川における対策）
概ね１年 概ね５年

概ね１年 概ね５年
②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 直ちに検討、必要な対策を調整のうえ実施 短期的に検討、必要な対策を調整のうえ実施 継続して検討、必要な対策を調整のうえ実施

既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用
できるよう検証・検討を行い、既存ダムを有効活用

洪水処理能力を向上
させる取組

国、都既存ダムの洪水調節機能強化

流下阻害の横断工作物（大丸用水
堰）の改築

堰の改築 国

河道掘削・樹木伐採 国

築堤 国

河道の土砂掘削、樹木伐採による
水位低減

世田谷区玉川地区の堤防整備
（掘削土を活用）



主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 直ちに検討、必要な対策を調整のうえ実施 短期的に検討、必要な対策を調整のうえ実施 継続して検討、必要な対策を調整のうえ実施

内水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知 市区

水害リスクライン公表 国

メディアと連携した情報発信の強化

多機関連携型タイムラインの策定、
運用

講習会等によるマイ・タイムラインの
普及促進

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等の作成と水害リスク情報の周知

国土交通省・気象庁及び多摩川浸水域の自治体に
よるタイムラインの策定運用

自治体職員対象の排水ポンプ車運転講習会の実施

ケーブルテレビ会社との連携
SNS等を活用した情報発信

内水氾濫に着目したハザードマップ等
の作成と水害リスク情報の周知

水害リスクラインによる水位情報の
提供

要配慮者利用施設の避難確保計画
作成の促進

防災教育の推進

自治体職員対象の排水ポンプ車運転
講習会の実施

国、市区

地域住民や小・中学生等への出前講座による防災
教育の実施

国、市区

避難確保計画作成講習会の開催 国、市区

避難確保計画作成後のフォローアップ及び訓練実施
の支援

国、市区

教員への防災教育支援の実施 国、市区

確実な情報共有のための光ケーブル接続及び
システム構築

国、市区

簡易型河川監視カメラの設置
国、都、県、

市区

自治体との光ケーブル接続

簡易型河川監視カメラの設置

国、都、県、
市区

マスコミ・ライフライン・交通事業者等を含む、タイム
ラインの策定運用

重要度に応じた情報
の伝達方法の選択及
び防災情報の共有化
のための取組

関係機関が連携した
水害に対する事前準
備のための取組

国、都、県、
市区

出前講座等による講習会の実施 国、都、市区

河川協力団体等による講習会の実施 国、市区

浸水想定区域図の作成 都、県

ハザードマップ策定 市区

住民への周知 都、県、市区

国、都、市区

多摩川緊急治水対策プロジェクト 一覧表
～地域が連携し、河川における対策、流域における対策、ソフト施策の組合せにより社会経済被害の最小化を目指す～

③減災に向けた更なる取組の推進（ソフト施策）
概ね１年 概ね５年




